
第２回兵庫県規制改革推進会議次第 
 
 

日 時 令和４年３月９日（水）15:30～16:30 

場 所 兵庫県本庁舎３号館６階 第２委員会室 

 
 
１ 開  会 
 
 
 
 
２ 議  題 
（１）第１回会議で継続審議となった事項 

 ①土地改良事業用地における後継者住宅建設に係る農地転用許可要件の見直し 
 

 
（２）令和３年度報告書（案）について 

 

 
３ その他 

 

 

 

４ 閉  会 

【配付資料】 

資料１ 土地改良事業用地における後継者住宅建設に係る農地転用許可要件の見直し 

資料２ 令和３年度報告書（案） 

参考資料１ 令和４年度規制改革に関する提案募集について 
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(1)-① 土地改良事業用地における後継者住宅建設に係る農地転用許可要件の見直し 

根拠法令等 （国）農地法、農地法施行規則 

提案内容（洲本市農業委員会） 

・農地を農地以外のものにする場合は、農地法に基づき知事（大臣が指定する市町村の区域内にあっては市町村

の長）の許可を受けなければならない。 

・農地は、営農条件や市街地化の状況等により５種類に区分されるが、このうち生産性の高い優良農地である、農

用地区域内農地、甲種農地、第１種農地の転用については、農地転用が原則不許可とされており、例外的に許

可できる事由が、農地法施行規則で定められている。 

・例外的に許可ができる事由の１つに、「（土地改良事業計画で）非農用地区域と定めた区域内にある土地を、土地

改良事業計画に定められた用途に供する行為」（施行規則第 37 条第 5 号）が定められている。 

・しかし、過去に策定した土地改良事業計画で、「農業用倉庫」に供するとして非農用地設定を行った土地を農業

用倉庫として供さず、事業完了後、土地所有者の子供が地元に U ターンすることから、「後継者住宅」の目的で農

地転用しようとしても、「土地改良事業計画に定められた用途に供する行為」に合致しないため、転用が出来ない

状況にある。 

・また、施行規則第３３条第４号において、集落に接続する農地については、例外的に住宅への転用が認められる

こととなっているが、上記非農用地設定した土地は、集落に接続していないため、同規定にも合致しない。 

・土地改良事業計画を策定した時点から、年月が経過すれば状況が大きく異なる場合もあり、農業の後継者問題の

解消や農業を含む地域の活性化を図るためにも、転用目的が後継者住宅の場合は、当初、土地改良事業計画

で非農用地に位置づけた土地について、計画に定めた用途に関わらず、住宅への転用が可能となるよう見直しを

検討いただきたい。 

規制の状況 

○農地転用許可制度の概要 

農地区分 許可の方針 

農用地区域内農地 
原則不許可 

※例外的許可事由に該当した場合に許可   
甲種農地 

第１種農地 

第２種農地  第３種農地に立地困難な場合等に許可 

第３種農地 原則許可 

○土地改良事業における農地転用について 

 

 

 

 

 

 

条例等所管部局等の回答（農地調整室、農地整備課） 

【現行の制度運用を維持】 

優良農地にかかる農地転用の例外的許可事由は、農地法施行令第４条で限定列挙されており、県による裁量の

余地はない。 

また、全国的に農地面積が減少傾向にあり、農地の保全、食料の安定供給は喫緊の課題である中、地域農業の

担い手となる後継者の住宅への転用であっても、①優良農地の減少に拍車をかけること、②これまでの転用不許可

とした案件との整合が図れないことから、農地法の転用許可事由の緩和を国へ提案していくことは考えていない。 

なお、土地改良事業計画で非農用地の位置や用途を設定・変更する際に優良農地の保全を目的とする農振

法・農地法等の関連制度との調整を行う必要があり、土地改良事業計画で「宅地」として非農用地設定を行う場合

は、施行規則第３３条第４号に定める規定と同様に、集落に接続する農地であることが求められる。本件土地の場

合、集落に接続していないため、宅地としての転用が見込まれず宅地としての用途設定や変更が認められない。 

以上のことから、後継者住宅の建設については他の場所での建設をご検討いただきたい。 

 

審議の結果等 

《第１回県規制改革推進会議の意見》 

・現行制度を維持する理由として、優良農地の減少に拍車がかかるとなっているが、本提案は、土地改良計画で農

業用倉庫に供するとして既に非農用地区域に指定した場所の規制緩和を求めるものであり、この理由は成立しな

い。再度対応を検討すること。また、当該案件については、土地利用推進検討会で議論し、その結果を当会議に

報告し、再度審議を行うこととする。  

【県土地利用推進検討会（R4.2.4）における主な意見】 

《第１回規制改革推進会議の意見を踏まえた所管部局等の回答修正案》 

条例等所管部局等の回答（農地調整室、農地整備課） 

【現行の制度運用を維持】 
〇優良農地における農地転用許可について 

農地法上、優良農地（農用地区域内農地、甲種農地、第１種農地）における農地転用は原則不許可とされてお

り、例外的に許可出来る「例外的許可事由」が定められている。 

本案件の対象地は第１種農地であり、第１種農地の例外的許可事由には、①農業用施設（農業用倉庫、温室、

畜舎等）としての転用、②土地改良事業計画に定められた用途に供する行為、③集落接続（既存集落に接する住

宅としての転用）の住宅建設、等が定められている。  

①農業用施設としての転用が認められるのは、農業用施設が農業に資する施設であり、周囲の営農への支障も

極めて少ないため、②土地改良事業計画の用途に供する行為が認められるのは、農地法等関連制度との調整が

済んでいる非農用地が設定されているため、③集落接続の住宅建設が認められるのは、「住宅建設による集落の

発展が地域の農業の振興に資する」「縁辺部での住宅建設となり、周囲の営農への支障も少ない」ためとされている。 

〇優良農地における住宅建設にかかる農地転用許可について 

  第１種農地における住宅建設については、集落接続の場合に限り、住宅の種類(一般住宅、農家住宅、後継者住

宅等)を問わず、例外的に農地転用が認められている。 

  一方、集落に接続しない住宅建設は、集団農地を蚕食し、農地の集団化や周囲の営農への支障（日照・用排水

等）を生じさせること等から農地転用が認められていない。また、景観上（虫食い状況）、防災上（遊水池としての活

用等）などの視点から支障が生じる恐れも指摘されている。なお、住宅建設は、農業用倉庫の建設に比べ、生活排

水の流出や夜間に光が漏れ出ることによる病害虫誘引、エアコン室外機が排出する風や熱による影響など、周囲

の営農への支障も大きい。 

本案件の場合、集落に接続しない第 1 種農地での住宅建設であり、たとえ後継者不足の解消に資するとしても、

集団農地を蚕食し、農地の集団化や周囲の営農への支障を生じさせる恐れ等がある点では、他種類の住宅建設と

同様であり、後継者住宅の建設のみを異なる扱いとする理由がない。 

以上から、当該後継者住宅の建設にあたっては、集落接続農地や第２種農地・第３種農地など、他の場所での

建設をご検討いただきたい。 
 

〔土地改良事業計画における非農用地設定について〕 

土地改良事業計画で非農用地の位置や用途を設定する際には、農地法等の関連制度との調整を行うこととさ

れており、農地転用の許可見込みがあることが必須となっている。 

本案件の場合、当該農地(第１種農地)が非農用地として設定されたのは、第１種農地の例外的許可事由であ

る農業用施設としての農業用倉庫建設が目的であり、農地転用の許可見込みがあったためである。 

 

○テーマ「農地の土地利用 住宅建設にかかる農地転用許可について」 

結論として、優良農地の真ん中で住宅建設が認められないのはやむを得ないという意見であった。 

（主な意見） 
・農地の利用については、地域の実情に応じた、「産業振興・地域活性化」と「優良農地の保全」のバランスのとれた
将来ビジョンが必要である。個別案件に左右されてはいけない。 

・先進技術によって大きく作り変えられる新たな農業のスタイルを意識した土地利用を創造していかないといけな
い。例えば、ドローンなどを使った効率性の農業を導入する場合、優良農地の真ん中に住宅があると問題がある。 

・ＵＪＩターンのための住宅といってもわざわざ農地に住宅を建設する必要はない。むしろ既存の住宅をいかに利活
用するかという方向に舵を切っていくべきである。 

・集落接続している農地だけでなく、住宅に近接している農地の場合には、周囲における農地利用に支障のない範
囲で、一定のバッファ（緩衝）を設けることも検討してはどうか。 

←排水路２ ←排水路２

田 田 田 田
田

畑 田 田 田 田
田 水路 ←

田
田 田 畑

畑 田 田 畑
田 田 畑 田 田

田 田 畑
←排水路１ ←排水路１

非農用地区域

農業用

倉庫

田

県道

工事
農道1 農道2

道

生産性の高い 
優良農地 

小集団の未整備農地、 
市街地近郊農地 
市街地の農地 

土地改良事業計画で非農用
地に位置づけた土地を、計画
に定めた用途に供する場合
は農地転用が可能。 
※「農業用倉庫」として非農
用地設定した土地の場合、
目的が違う「後継者住宅」
へは農地転用不可 

資料１ 
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１ 農村地域における農地転用許可の現状 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

農地転用を農業上の利用に支障が少ない農地に誘導し優良農地を確保 

 

 

 

２ 優良農地における住宅建設にかかる農地転用許可について 
 

(1) 住宅建設にかかる農地転用許可制度  
    農地法上、優良農地における住宅建設については、全てが禁止されているわけ

ではない。 
農用地区域内農地では認められないものの、甲種農地・第１種農地については、

いわゆる集落接続（既存集落に接する住宅としての農地転用）の場合に限り、住

宅の種類（一般住宅、農家住宅、後継者住宅等）を問わず、例外的に認められて

いる（農地法施行規則第 33 条第 4 号）。 
 

(2) 集落接続の住宅建設が認められる趣旨  
甲種農地・第１種農地における集落接続の住宅建設が例外的に認められるのは、 

 ① 住宅建設による集落の発展が地域の農業の振興に資する、 
 ② 既存農地の縁辺部での住宅建設となり、周囲の営農への支障も少ない 
ためとされている。 

 

 
 
 
 
 
(3) 住宅建設にかかる農地転用について 
 

    ア 現状 
従来から、優良農地における住宅建設については、集落接続農地や第２種・

第３種農地への誘導等、農地転用許可制度の適正な運用を通じて、現場での秩
序が保たれ、辛うじて優良農地が確保されてきた。 

 

イ  後継者住宅の建設について 
昨今では、一般住宅や農家住宅に加え、後継者不足解消のためにＵＪＩター

ンによる農業後継者の住宅を優良農地に建設したいとの要望も存在する。 
しかし、後継者住宅であっても、既存の集落に接続しない農地での建設とな

れば、集団農地を蚕食し、農地の集団化や周囲の営農への支障を生じさせるだ
けでなく、景観上（虫食い状況）、防災上（遊水池としての活用等）などの視点
から支障が生じる恐れがあることは、他種類の住宅建設と同様であり、後継者
住宅の建設のみを異なる扱いとする理由がない。 

 
ウ 今後の対応について 

優良農地における住宅建設については、これまで以上に、申請者等関係者へ
丁寧に説明し、理解を促したうえで、集落接続農地や第２種農地・第３種農地
での建設に農地転用を誘導することにより、住宅建設の需要と優良農地の確保
の均衡を図っていく。 

農地の状況 農地区分 農地転用の許可方針 
住宅建設にかかる 
農地転用の可否 

生産性の高い 
優良農地 

農用地区域内農地 
原則不許可 
［例外的許可事由は許可］ 

不許可 

甲種農地 原則不許可 
［例外的許可事由は許可］ 

集落接続の住宅建設
は許可 第１種農地 

市街地近郊農地 第２種農地  
第３種農地に立地困難な場合 
等に許可 

許可 

市街地の農地 第３種農地 原則許可 許可 

駅

500ｍ

300ｍ

農用地区域内農地

甲種農地・第１種農地

第２種農地

第３種農地

住宅建設可

住宅建設可

住宅建設不可

 
［農地区分ごとの農地転用許可方針］ 

住宅建設にかかる農地転用許可について 

集落接続（既存集落に接する住宅としての
農地転用）の場合は許可 

 

 

※ 集落に接続しない住宅建設は、集団農地を蚕食し、農地の集団化や周囲の営農への支障

（日照、用排水等）を生じさせること等から、農地転用が認められていない。 
また、景観上、防災上などの視点から支障が生じる恐れも指摘されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

生産性の高い優良農地 

 
 
 
 
 
 
 
 

市街地近郊農地 

 
 
 
 
 
 
 
 

市街地の農地 

農地の写真は、農林水産省の 
HP から引用 

第２回兵庫県土地利用推進検討会（R4.2.4）資料 



 

        
 

農用地区域除外・農地転用許可にかかる事務処理手続の迅速化について 

【事務処理手続きの流れ（現状）】  【事務処理手続きの流れ（迅速化後）】  

 

調
査
・
整
理 

事
前
調
整 

法
令
に
基
づ
く
手
続
き 

一般管理(法 13 条第 2項) 

資料の整理 基礎調査・資料の整理 

概ね 5年に１回 随時

総合見直し(法 12 条の 2,第 13条) 

市町整備計画変更案の作成 

市町内関係部局、農業委員会等との調整 

農業委員会、農業協同組合、土地改良区、
森林組合からの意見の聴取〔令 3、規則 3 の 2〕 

農用地利用計画の異議申出期間<15 日間>
〔法 11-3〕 

農用地利用計画変更案の 
知事協議(県民局(県対策会議)〔法 8-4〕 

整備計画の決定･公告･縦覧 
〔法 12-1､12-2〕 

県との事前調整 
（県民局(県対策会議) 

・農振法に基づく手続き(農用地区域除外) 

整備計画変更案の公告・縦覧、住民意見
提出期間<おおむね 30日間>〔法 11-1､11-2〕 

約 4ケ月 約 4 ケ月 

 ・農地法に基づく手続き(農地転用許可) 

申請書提出（申請者→農業委員会） 

申請書進達、意見書提出(農業委員会→県) 

審査・許可（県農林振興事務所） 

２週間

4ha 超の場合のみ協議（県→農林水産大臣） 
4ha 超の場合のみ 
農地調整室に進達 

法
令
に
基
づ
く
手
続
き 

5 週間(30a
超は6週間 

審査・許可3
週間(4ha 超
は 5週間) 

審査・許可2
週間(4ha超
は 4週間) 

※農業振興地域内の農用地区域外農地(白地)は手続き不要 

約２～12 ケ月 

市街化区域編入(法第 6

条 3 項)、特例法(法 10 条

第 4 項)に関係する事前

調整及び事務手続 

・農業・農村の将来ビジョンの構
築や整備計画の手続き手法の整
理が不十分 

・農地法や都市計画法等他法令の
許可見込みの確認が不十分 

・市町部局間の連携が不十分 

市町で除外の手続き手法を検討 

 

市町整備計画変更案の作成 

市町内関係部局、農業委員会等との調整 

県との事前調整 
県民局(県対策会議) 

申請書記載内容の不備、提出書類
が不足 

申請書提出（申請者→農業委員会） 

4ha 超の場合
のみ協議(県→

農林水産大臣） 

4 週間(30a
超は5週間 

審査・許可 
（県農林振興事務所） 

２週間

一般管理(法 13 条第 2 項) 

資料の整理 基礎調査・資料の整理 

概ね 5年に１回

随時

総合見直し(法 12 条の 2,第 13条) 市街化区域編入(法第 6条 3項)、特

例法(法 10 条第 4 項)に関係する事

前調整及び事務手続 

法
令
に
基
づ
く
手
続
き 

事
前
調
整 

約 1～6 ケ月 

調
査
・
整
理 

・農振法に基づく手続き(農用地区域除外) 

法
令
に
基
づ
く
手
続

き 

・農地法に基づく手続き(農地転用許可) 

市町における農業・農村の将来ビジョンの明確化 
・市町の農政及び都市部局等の連携を促進するため、各職員が法令や事務手続等を学ぶ研修会を開催 
・農用地区域除外・農地転用の具体例を共有する市町職員・農業委員会職員向けの担当者会議を開催 
・直近の総合見直しから５年経過している市町に対して、定期的（年１回程度）にヒアリングを実施 
 

県による事前検討会の開催 
市町が整備計画変更案を作成する場合に、

あらかじめ、変更案作成の指導・助言を実施 

事前相談

指導・助言

概ね 5年に１回

手戻りや調整の長期化 

同左 

※農業振興地域内の農用地区域外農地(白地)は手続き不要 

市町で除外の手続き手法を検討 

申請書進達,意見書提出(農業委員会→県) 

4ha 超の場合のみ 

農地調整室へ進達 

【迅速化の効果】 

 標準処理期間：約 8～18 ヶ月(約 8週間) ⇒ 約 7～12 ヶ月(約 6週間) 
（ ）内は農地転用許可の期間 

申請予定者と

の綿密な事前

調整の上、申

請資料を作成 

第２回兵庫県土地利用推進検討会（R4.2.4）資料 

3 


